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伊予市未来づくり戦略室 

２款１項７目 事業番号２３３  

移住・定住推進事業費 

～伊予市における取組経過と現状～ 
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   取組の概要 
 

伊予市では、平成２２年に施行された自治基本条例で示された住民自治（市民が互いに助

け合い地域の課題に自ら取り組むこと）の考え方のもと、それぞれの地域で活動する住民団体

が、人口減少や学校存続などの地域課題を解決する一手法として積極的に移住家族を受け

入れてきました。そのコンセプトを継承し、更に発展させるため、「市民が主役」の推進体

制を構築するとともに活動拠点となる移住ワンストップ窓口を設置し、官民協働により移

住・定住施策を推し進めています。 

 

 

   取組の経過 

 

平成２７年度 

ステップ１ 

◇課題の確認と解決プロセスの明確化 ～移住・定住推進アクションプランの策定検討～ 

○「ますます、いよし。移住定住推進アクションプラン」検討委員会の設置 

・検討委員会（６回） 

・市民ワークショップ（５回） 

・フィールドワーク（３回）の開催 

  ・先進地（山口県周防大島町）視察の実施 

・講演会の開催 

・JOIN 移住フェアへの出展 

・人口推計データ及び空き家MAP の作成など 

 

 

 

 ○課題解決プロセスを明示した「ますます、いよし。移住定住推進アクションプラン」 

の策定 

（平成２８年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎アクションプランの骨子 

・ 移住希望者の積極的な受け入れによる元気な地域

づくりを目指す。 

・ 「ひとを増やすこと」だけを目標においた移住・

定住支援ではなく、地域住民と移住者がともに暮ら

し、助け合い、未来を担っていく「しあわせな地域

づくり」を目指す。 

・ 市民自らがともに暮らす人々を受け入れていく「市

民が主役」の移住・定住推進体制を構築する。 

・ 新たな地域づくりの主役となる人財の発掘にも力

を入れる。 

 

ますます、いよし。

移住・定住推進アクションプラン

（移住・定住推進体制整備事業）

伊予市
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平成２８年度 

ステップ２ 

◇推進体制の創造・構築 ～移住・定住ワンストップ窓口の設置準備～ 

・窓口設置に向けた協議（４回） 

・移住に関する勉強会の実施（２回） 

・先進地視察（高知県須崎市）の実施 

・JOIN 移住フェアへの出展 

・伊予市紹介ビデオの作成 

・移住体験ツアーの実施 

・空き家調査の実施など 

 

 

 

○移住サポートセンター（移住・定住ワンストップ窓口）の機能・業務内容の決定 

 

○住民団体、移住サポートセンター及び行政が相互に補完し合う新たな移住・定住 

推進体制の確立 

 

 

平成２９年度 

ステップ３ 

◇アクションプランの実現・実行 ～三者が一体となった総合的かつ計画的な施策展開～ 

・移住サポートセンター「いよりん」の開設（平成２９年６月） 

・愛あるえひめ暮らしフェアほか移住フェアへの出展（３回） 

・移住者の受け入れに向けた市民向け勉強会の開催（３回） 

・移住者交流会の実施（１回・２２人参加） 

・先進地視察（岡山県高梁市・高知県土佐町）の実施 

・移住体験ツアーの実施 

・空き家調査の実施 

・空き家バンクの開設 

・移住ガイドブックの発刊 

 

 

 

 

○移住・定住推進アクション 

プランの計画期間終了 

そして移住・定住推進 

は次のステップへ！ 

 

 

移住サポートセンター「いよりん」 

移住ガイドブック 

プラン 
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平成３０年度 

◇移住サポートセンター「いよりん」を核とした移住・定住推進事業 

 ・あのこの愛媛移住フェア（東京）ほか、都市部開催の移住フェアへ出展（８回） 

 ・移住体験ツアーの実施（１回）※７月豪雨・９月台風の影響で２回予定⇒１回 

  参加者：大阪府大阪市在住の家族（３人）、岩手県一関市在住の家族（４人） 

  地域おこし協力隊の協力も得ながら、市内各所を案内、先輩移住者、移住支援関係者

との意見交換会を実施。 

 ・情報発信（ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック）にて情報発信） 

 ・空き家バンクの運営 （空き家調査：１３６件、登録１２件） 

  周知方法：固定資産税納付書へ空き家活用チラシ同封（市外在住納税者） 

       広報区長会で配布 

 ・移住お試し住宅の整備（１棟） 

  平成３０年度新規事業、下灘地区に、移住希望者が滞在できる住宅を整備 

 ・移住者受入地域勉強会の開催（市内２箇所） 

  移住者受入地区の拡充、理解を深めるための勉強会 

 ・移住者交流会の開催（２回） 

  移住者の横のつながり、ネットワーク維持のため交流会を開催 

 ・視察の受入（１４件） 

  県内外はもとより、国外（ＪＩＣＡ研修員）からも視察団が訪れた。 

 ・全国市町村長サミット２０１８ 事例発表（市長） 

  総務省から取組が評価され、鳥取県で開催された全国市町村長サミット２０１８に招

かれ、市長自らが移住・定住の取組の事例発表を行った。 

 ・その他 

 「いよりん」自主事業 地域共生社会づくり勉強会の開催  （５３人参加） 

 「いよりん」スタッフの人脈等を活かし、厚生労働省担当者や県外から講師を招き、勉

強会を開催。（自主事業）。移住定住から地域づくりまで、事業を展開。 

 

 

 

 

 

今回の行政評価対象 
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   推進体制（イメージ） 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Ｈ３０ 主な予算執行額 

 

【旅費】 
・移住フェア参加旅費（職員１人：東京２回）         １１８千円 

・全国市町村長サミット 2018 参加旅費（職員２人：鳥取１回）  ３０千円 
 
【委託料】 
・移住定住相談窓口設置・運営業務委託料         ５，００１千円 
  ○相談窓口運営 
  ○移住フェア出展 
  ○移住体験ツアー実施 
  ○情報発信（ＨＰ等） 
  ○空き家バンク運営 
  ○お試し住宅設置・運営 
  ○勉強会の開催 

  ○移住者交流会の開催 
  ○視察対応等その他   
 
【負担金】 

 ・えひめ移住交流促進協議会負担金              １００千円 
 
 【その他】 
 ・消耗品、燃料費、通信運搬費等               １２１千円 
 

 

 

 

 

 

伊予市 
受け入れ

団体 

移住サポートセンター 

『いよりん』 

地域おこし 

協力隊 

業務委託 

情報共有 

体験ツアー 
移住フェア出展 
空き家調査 
定住サポート など 
 

移住相談 
情報発信 
空き家バンク 
移住者支援 など 
 

政策推進 
総合調整 
進捗管理 
予算確保 など 
 

連携・協力 

サポート 
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   実施状況 

 

○移住フェア（あのこの愛媛移住フェア/東京） 

 

 

 

 

○移住体験ツアー 

 

 

 

 

 

 

○移住者の受け入れに向けた市民向け勉強会 

 

 

 

 

○移住者交流会 
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○お試し住宅（モンテカプチーノ） 

          

 

 

 

 

 

○全国市長村長サミット2018 

 

 

 

 

 

 

○地域共生社会づくり勉強会（「いよりん」自主事業） 

 

 

 

 

 

○「いよりん」スタッフによる移住マンガ（ブログで公開） 
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   参考 
 

○「いよりん」・「まちづくり郡中」が関わった移住者 

（Ｈ30.10.11 愛媛新聞） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2018年中の転入・転出超過に関する記事 

（Ｈ31.2.1 日本経済新聞） 

 伊予市は四国で４番目、愛媛で２番目に高い数字（１１４人の転入超過） 

 


